
第一九八回 

閣第四四号 

   私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律案 

第一条 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四

号）の一部を次のように改正する。 

  第七条の二第七項第一号中「次号において同じ。）」の下に「（当該命令の日以後に

おいて当該違反行為をしていた者に限る。同号において同じ。）」を、「決定を受けた

ことがある者」の下に「（当該通知又は決定の日以後において当該違反行為をしていた

者に限る。同号において同じ。）」を加える。 

  第六十九条第二項中「の割合」を「を超えない範囲内において政令で定める割合」に

改める。 

  第九十四条の二中「二十万円」を「三百万円」に改める。 

  第九十五条第一項第三号中「第九十四条」を「第九十四条の二」に改め、同号を同項

第四号とし、同項第二号の次に次の一号を加える。 

  三 第九十四条 二億円以下の罰金刑 

  第九十五条第二項第三号中「第九十四条」を「第九十四条の二」に改め、同号を同項

第四号とし、同項第二号の次に次の一号を加える。 

  三 第九十四条 二億円以下の罰金刑 

  第百二条第一項中「又は差押え」を「、差押え又は記録命令付差押え（電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作

られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同

じ。）を保管する者その他電磁的記録を利用する権限を有する者に命じて必要な電磁的

記録を記録媒体に記録させ、又は印刷させた上、当該記録媒体を差し押さえることをい

う。以下同じ。）」に改め、同条第二項中「前項の場合において」を「前二項の場合に

おいて、」に、「又は差し押さえるべき物件」を「、差し押さえるべき物件又は電磁的

記録を記録させ、若しくは印刷させるべき者」に、「同項」を「これらの項」に改め、

同条第三項中「以下」を「第百十四条の三第四項及び第五項を除き、以下」に改め、同

条第四項中「又は差し押さえるべき物件」を「、差し押さえるべき物件又は記録させ、

若しくは印刷させるべき電磁的記録及びこれを記録させ、若しくは印刷させるべき者」

に、「の氏名」を「の氏名（法人については、名称）」に改め、同条第五項中「又は差

押え」を「、差押え又は記録命令付差押え」に改め、同条第四項の次に次の一項を加え

る。 

   第二項の場合においては、許可状に、前項に規定する事項のほか、差し押さえるべ

き電子計算機に電気通信回線で接続している記録媒体であつて、その電磁的記録を複

写すべきものの範囲を記載しなければならない。 

  第百二条第一項の次に次の一項を加える。 



   差し押さえるべき物件が電子計算機であるときは、当該電子計算機に電気通信回線

で接続している記録媒体であつて、当該電子計算機で作成若しくは変更をした電磁的

記録又は当該電子計算機で変更若しくは消去をすることができることとされている電

磁的記録を保管するために使用されていると認めるに足りる状況にあるものから、そ

の電磁的記録を当該電子計算機又は他の記録媒体に複写した上、当該電子計算機又は

当該他の記録媒体を差し押さえることができる。 

  第百三条の次に次の二条を加える。 

 第百三条の二 委員会職員は、差押え又は記録命令付差押えをするため必要があるとき

は、電気通信を行うための設備を他人の通信の用に供する事業を営む者又は自己の業

務のために不特定若しくは多数の者の通信を媒介することのできる電気通信を行うた

めの設備を設置している者に対し、その業務上記録している電気通信の送信元、送信

先、通信日時その他の通信履歴の電磁的記録のうち必要なものを特定し、三十日を超

えない期間を定めて、これを消去しないよう、書面で求めることができる。この場合

において、当該電磁的記録について差押え又は記録命令付差押えをする必要がないと

認めるに至つたときは、当該求めを取り消さなければならない。 

   前項の規定により消去しないよう求める期間については、特に必要があるときは、

三十日を超えない範囲内で延長することができる。ただし、消去しないよう求める期

間は、通じて六十日を超えることができない。 

   第一項の規定による求めを行う場合において、必要があるときは、みだりに当該求

めに関する事項を漏らさないよう求めることができる。 

 第百三条の三 差し押さえるべき物件が電磁的記録に係る記録媒体であるときは、委員

会職員は、その差押えに代えて次に掲げる処分をすることができる。 

  一 差し押さえるべき記録媒体に記録された電磁的記録を他の記録媒体に複写し、印

刷し、又は移転した上、当該他の記録媒体を差し押さえること。 

  二 差押えを受ける者に差し押さえるべき記録媒体に記録された電磁的記録を他の記

録媒体に複写させ、印刷させ、又は移転させた上、当該他の記録媒体を差し押さえ

ること。 

  第百四条から第百六条までの規定中「又は差押え」を「、差押え又は記録命令付差押

え」に改める。 

  第百七条第一項中「又は差押え」を「、差押え又は記録命令付差押え」に改め、同条

第二項中「又は差押物件」を「、差押物件又は記録命令付差押物件」に改める。 

  第百七条の次に次の一条を加える。 

 第百七条の二 臨検すべき物件又は差し押さえるべき物件が電磁的記録に係る記録媒体

であるときは、委員会職員は、臨検又は捜索若しくは差押えを受ける者に対し、電子

計算機の操作その他の必要な協力を求めることができる。 

  第百八条、第百九条第一項、第百十条及び第百十一条中「又は差押え」を「、差押え



又は記録命令付差押え」に改める。 

  第百十二条中「又は差押え」を「、差押え又は記録命令付差押え」に、「若しくは差

押物件の所有者若しくは所持者」を「、差押物件若しくは記録命令付差押物件の所有者、

所持者若しくは保管者（第百三条の三の規定による処分を受けた者を含む。）」に改め

る。 

  第百十三条及び第百十四条中「又は差押物件」を「、差押物件又は記録命令付差押物

件」に改める。 

  第百十四条の次に次の二条を加える。 

 第百十四条の二 公正取引委員会は、第百三条の三の規定により電磁的記録を移転し、

又は移転させた上差し押さえた記録媒体について留置の必要がなくなつた場合におい

て、差押えを受けた者と当該記録媒体の所有者、所持者又は保管者とが異なるときは、

当該差押えを受けた者に対し、当該記録媒体を交付し、又は当該電磁的記録の複写を

許さなければならない。 

   前条第二項の規定は、前項の規定による交付又は複写について準用する。 

   前項において準用する前条第二項の規定による公告の日から六月を経過しても前項

の交付又は複写の請求がないときは、その交付をし、又は複写をさせることを要しな

い。 

 第百十四条の三 委員会職員は、犯則事件を調査するため必要があるときは、学識経験

を有する者に領置物件、差押物件若しくは記録命令付差押物件についての鑑定を嘱託

し、又は通訳若しくは翻訳を嘱託することができる。 

   前項の規定による鑑定の嘱託を受けた者（第四項及び第五項において「鑑定人」と

いう。）は、公正取引委員会の所在地を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所の裁判官

の許可を受けて、当該鑑定に係る物件を破壊することができる。 

   前項の許可の請求は、委員会職員からこれをしなければならない。 

   前項の請求があつた場合において、裁判官は、当該請求を相当と認めるときは、犯

則嫌疑者の氏名（法人については、名称）、罪名、破壊すべき物件及び鑑定人の氏名

並びに請求者の官職及び氏名、有効期間、その期間経過後は執行に着手することがで

きずこれを返還しなければならない旨、交付の年月日及び裁判所名を記載し、自己の

記名押印した許可状を委員会職員に交付しなければならない。 

   鑑定人は、第二項の処分を受ける者に前項の許可状を示さなければならない。 

  第百十六条第一項中「又は差押物件」を「、差押物件又は記録命令付差押物件」に、

「又は差押目録」を「、差押目録又は記録命令付差押目録」に改め、同条第二項及び第

三項中「又は差押物件」を「、差押物件又は記録命令付差押物件」に改める。 

第二条 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を次のように改正する。 

  目次中「第三条－第七条の二」を「第二条の二－第七条の九」に、「第十九条」を

「第十八条の二」に改める。 



  第二章中第三条の前に次の一条を加える。 

 第二条の二 この章において「市場占有率」とは、一定の取引分野において一定の期間

内に供給される商品若しくは役務の数量のうち一若しくは二以上の事業者が供給し、

若しくは供給を受ける当該商品若しくは役務の数量の占める割合又は一定の取引分野

において一定の期間内に供給される商品若しくは役務の価額のうち一若しくは二以上

の事業者が供給し、若しくは供給を受ける当該商品若しくは役務の価額の占める割合

をいう。 

   この章において「子会社等」とは、事業者の子会社（法人がその総株主（総社員を

含む。以下同じ。）の議決権（株主総会において決議をすることができる事項の全部

につき議決権を行使することができない株式についての議決権を除き、会社法（平成

十七年法律第八十六号）第八百七十九条第三項の規定により議決権を有するものとみ

なされる株式についての議決権及び社債、株式等の振替に関する法律（平成十三年法

律第七十五号）第百四十七条第一項又は第百四十八条第一項の規定により発行者に対

抗することができない株式に係る議決権を含む。以下この項及び次項において同

じ。）の過半数を有する他の会社をいう。この場合において、法人及びその一若しく

は二以上の子会社又は法人の一若しくは二以上の子会社がその総株主の議決権の過半

数を有する他の会社は、当該法人の子会社とみなす。以下この項において同じ。）若

しくは親会社（会社を子会社とする他の会社をいう。以下この項において同じ。）又

は当該事業者と親会社が同一である他の会社をいう。 

   この章において「完全子会社等」とは、事業者の完全子会社（法人がその総株主の

議決権の全部を有する他の会社をいう。この場合において、法人及びその一若しくは

二以上の完全子会社又は法人の一若しくは二以上の完全子会社がその総株主の議決権

の全部を有する他の会社は、当該法人の完全子会社とみなす。以下この章及び第五章

において同じ。）若しくは完全親会社（会社を完全子会社とする他の会社をいう。以

下この項において同じ。）又は当該事業者と完全親会社が同一である他の会社をいう。 

   この章において「供給子会社等」とは、第七条の二第一項又は第七条の九第一項若

しくは第二項に規定する違反行為のうちいずれかの違反行為（第十三項及び第十四項

を除き、以下この条において単に「違反行為」という。）をした事業者の子会社等で

あつて、当該違反行為に係る一定の取引分野において当該違反行為に係る商品又は役

務を供給したものをいう。 

   この章において「違反供給子会社等」とは、供給子会社等であつて、違反行為をし

た事業者の当該違反行為に係る一定の取引分野において当該違反行為をしたものをい

う。 

   この章において「非違反供給子会社等」とは、供給子会社等であつて、違反行為を

した事業者の当該違反行為に係る一定の取引分野において当該違反行為をしていない

ものをいう。 



   この章において「特定非違反供給子会社等」とは、非違反供給子会社等のうち、違

反行為をした事業者と完全子会社等の関係にあるものであつて、他の者に当該違反行

為に係る商品又は役務を供給することについて当該事業者から指示を受け、又は情報

を得た上で、当該指示又は情報に基づき当該商品又は役務を供給したものをいう。 

   この章において「購入子会社等」とは、違反行為をした事業者の子会社等であつて、

当該違反行為に係る一定の取引分野において当該違反行為に係る商品又は役務の供給

を受けたものをいう。 

   この章において「違反購入子会社等」とは、購入子会社等であつて、違反行為をし

た事業者の当該違反行為に係る一定の取引分野において当該違反行為をしたものをい

う。 

   この章において「非違反購入子会社等」とは、購入子会社等であつて、違反行為を

した事業者の当該違反行為に係る一定の取引分野において当該違反行為をしていない

ものをいう。 

   この章において「特定非違反購入子会社等」とは、非違反購入子会社等のうち、違

反行為をした事業者と完全子会社等の関係にあるものであつて、他の者から当該違反

行為に係る商品又は役務の供給を受けることについて当該事業者から指示を受け、又

は情報を得た上で、当該指示又は情報に基づき当該商品又は役務の供給を受けたもの

をいう。 

   この章において「事前通知」とは、第七条の二第一項又は第七条の九第一項若しく

は第二項の規定により課徴金の納付を命ずる場合において、第六十二条第四項におい

て読み替えて準用する第五十条第一項の規定により公正取引委員会が違反行為をした

事業者に対してする通知をいう。 

   この章において「実行期間」とは、第七条の二第一項又は第七条の九第一項に規定

する違反行為をした事業者に係る当該違反行為の実行としての事業活動を行つた日

（当該事業者に対し当該違反行為について第四十七条第一項第一号、第三号若しくは

第四号に掲げる処分、第百二条第一項若しくは第二項に規定する処分又は第百三条の

三各号に掲げる処分が最初に行われた日（当該事業者に対し当該処分が行われなかつ

たときは、当該事業者が当該違反行為について事前通知を受けた日）の十年前の日前

であるときは、同日）から当該違反行為の実行としての事業活動がなくなる日までの

期間をいう。 

   この章において「違反行為期間」とは、第七条の九第二項に規定する違反行為をし

た事業者に係る当該違反行為をした日（当該事業者に対し当該違反行為について第四

十七条第一項第一号、第三号若しくは第四号に掲げる処分、第百二条第一項若しくは

第二項に規定する処分又は第百三条の三各号に掲げる処分が最初に行われた日（当該

事業者に対し当該処分が行われなかつたときは、当該事業者が当該違反行為について

事前通知を受けた日）の十年前の日前であるときは、同日）から当該違反行為がなく



なる日までの期間をいう。 

   この章（第七条の四を除く。）において「調査開始日」とは、違反行為に係る事件

について第四十七条第一項第一号、第三号若しくは第四号に掲げる処分、第百二条第

一項若しくは第二項に規定する処分又は第百三条の三各号に掲げる処分が最初に行わ

れた日（当該処分が行われなかつたときは、当該違反行為をした事業者が当該違反行

為について事前通知を受けた日）をいう。 

  第七条第二項ただし書中「五年」を「七年」に改める。 

  第七条の二第一項中「で次の各号のいずれかに該当する」を「であつて、商品若しく

は役務の対価に係るもの又は商品若しくは役務の供給量若しくは購入量、市場占有率若

しくは取引の相手方を実質的に制限することによりその対価に影響することとなる」に、

「当該行為の実行としての事業活動を行つた日から当該行為の実行としての事業活動が

なくなる日までの期間（当該期間が三年を超えるときは、当該行為の実行としての事業

活動がなくなる日からさかのぼつて三年間とする。以下「実行期間」という。）におけ

る当該商品又は役務の政令で定める方法により算定した売上額（当該行為が商品又は役

務の供給を受けることに係るものである場合は、当該商品又は役務の政令で定める方法

により算定した購入額）に百分の十（小売業については百分の三、卸売業については百

分の二とする。）を乗じて得た額」を「第一号から第三号までに掲げる額の合計額に百

分の十を乗じて得た額及び第四号に掲げる額の合算額」に改め、同項各号を次のように

改める。 

  一 当該違反行為（商品又は役務を供給することに係るものに限る。以下この号にお

いて同じ。）に係る一定の取引分野において当該事業者及びその特定非違反供給子

会社等が供給した当該商品又は役務（当該事業者に当該特定非違反供給子会社等が

供給したもの及び当該事業者又は当該特定非違反供給子会社等が当該事業者の供給

子会社等に供給したものを除く。）並びに当該一定の取引分野において当該事業者

及び当該特定非違反供給子会社等が当該事業者の供給子会社等に供給した当該商品

又は役務（当該供給子会社等（違反供給子会社等又は特定非違反供給子会社等であ

る場合に限る。）が他の者に当該商品又は役務を供給するために当該事業者又は当

該特定非違反供給子会社等から供給を受けたものを除く。）の政令で定める方法に

より算定した、当該違反行為に係る実行期間における売上額 

  二 当該違反行為（商品又は役務の供給を受けることに係るものに限る。以下この号

において同じ。）に係る一定の取引分野において当該事業者及びその特定非違反購

入子会社等が供給を受けた当該商品又は役務（当該事業者から当該特定非違反購入

子会社等が供給を受けたもの及び当該事業者又は当該特定非違反購入子会社等が当

該事業者の購入子会社等から供給を受けたものを除く。）並びに当該一定の取引分

野において当該事業者及び当該特定非違反購入子会社等が当該事業者の購入子会社

等から供給を受けた当該商品又は役務（当該購入子会社等（違反購入子会社等又は



特定非違反購入子会社等である場合に限る。）が他の者から供給を受けて当該事業

者又は当該特定非違反購入子会社等に供給したものを除く。）の政令で定める方法

により算定した、当該違反行為に係る実行期間における購入額 

  三 当該違反行為に係る商品又は役務の全部又は一部の製造、販売、管理その他の当

該商品又は役務に密接に関連する業務として政令で定めるものであつて、当該事業

者及びその完全子会社等（当該違反行為をしていないものに限る。次号において同

じ。）が行つたものの対価の額に相当する額として政令で定める方法により算定し

た額 

  四 当該違反行為に係る商品若しくは役務を他の者（当該事業者の供給子会社等並び

に当該違反行為をした他の事業者及びその供給子会社等を除く。）に供給しないこ

と又は他の者（当該事業者の購入子会社等並びに当該違反行為をした他の事業者及

びその購入子会社等を除く。）から当該商品若しくは役務の供給を受けないことに

関し、手数料、報酬その他名目のいかんを問わず、当該事業者及びその完全子会社

等が得た金銭その他の財産上の利益に相当する額として政令で定める方法により算

定した額 

  第七条の二第五項中「第一項」を「前項」に改め、「次の」の下に「各号の」を、

「該当する者」の下に「（その者の一又は二以上の子会社等が当該各号のいずれにも該

当しない場合を除く。）」を加え、「「百分の四」と、「百分の三」とあるのは「百分

の一・二」と、「百分の二」とあるのは「百分の一」を「、「百分の四」に改め、同条

第六項を次のように改める。 

   第一項の規定により課徴金の納付を命ずる場合において、当該事業者が公正取引委

員会又は当該違反行為に係る事件について第四十七条第二項の規定により指定された

審査官その他の当該事件の調査に関する事務に従事する職員による当該違反行為に係

る課徴金の計算の基礎となるべき事実に係る事実の報告又は資料の提出の求めに応じ

なかつたときは、公正取引委員会は、当該事業者に係る実行期間のうち当該事実の報

告又は資料の提出が行われず課徴金の計算の基礎となるべき事実を把握することがで

きない期間における第一項各号に掲げる額を、当該事業者、その特定非違反供給子会

社等若しくは特定非違反購入子会社等又は当該違反行為に係る商品若しくは役務を供

給する他の事業者若しくは当該商品若しくは役務の供給を受ける他の事業者から入手

した資料その他の資料を用いて、公正取引委員会規則で定める合理的な方法により推

計して、課徴金の納付を命ずることができる。 

  第七条の二第二項から第四項まで及び第七項から第二十七項までを削る。 

  第二章中第七条の二の次に次の七条を加える。 

 第七条の三 前条第一項の規定により課徴金の納付を命ずる場合において、当該事業者

が次の各号のいずれかに該当する者であるときは、同項（同条第二項において読み替

えて適用する場合を含む。）中「合算額」とあるのは、「合算額に一・五を乗じて得



た額」とする。ただし、当該事業者が、第三項の規定の適用を受ける者であるときは、

この限りでない。 

  一 当該違反行為に係る事件についての調査開始日から遡り十年以内に、前条第一項

又は第七条の九第一項若しくは第二項の規定による命令（当該命令が確定している

場合に限る。）、次条第七項若しくは第七条の七第三項の規定による通知又は第六

十三条第二項の規定による決定（以下この項において「納付命令等」という。）を

受けたことがある者（当該納付命令等の日以後において当該違反行為をしていた場

合に限る。） 

  二 前号に該当する者を除き、当該違反行為に係る事件についての調査開始日から遡

り十年以内に、その完全子会社が納付命令等（当該納付命令等の日において当該事

業者の完全子会社である場合に限る。）を受けたことがある者（当該納付命令等の

日以後において当該違反行為をしていた場合に限る。） 

  三 前二号に該当する者を除き、当該違反行為に係る事件についての調査開始日から

遡り十年以内に納付命令等を受けたことがある他の事業者たる法人と合併した事業

者たる法人又は当該他の事業者たる法人から当該納付命令等に係る違反行為に係る

事業の全部若しくは一部を譲り受け、若しくは分割により当該事業の全部若しくは

一部を承継した事業者たる法人（当該合併、譲受け又は分割の日以後において当該

違反行為をしていた場合に限る。） 

   前条第一項の規定により課徴金の納付を命ずる場合において、当該事業者が次の各

号のいずれかに該当する者であるときは、同項（同条第二項において読み替えて適用

する場合を含む。）中「合算額」とあるのは、「合算額に一・五を乗じて得た額」と

する。ただし、当該事業者が、次項の規定の適用を受ける者であるときは、この限り

でない。 

  一 単独で又は共同して、当該違反行為をすることを企て、かつ、他の事業者に対し

当該違反行為をすること又はやめないことを要求し、依頼し、又は唆すことにより、

当該違反行為をさせ、又はやめさせなかつた者 

  二 単独で又は共同して、他の事業者の求めに応じて、継続的に他の事業者に対し当

該違反行為に係る商品又は役務に係る対価、供給量、購入量、市場占有率又は取引

の相手方について指定した者 

  三 前二号に掲げる者のほか、単独で又は共同して、次のいずれかに該当する行為で

あつて、当該違反行為を容易にすべき重要なものをした者 

   イ 他の事業者に対し当該違反行為をすること又はやめないことを要求し、依頼し、

又は唆すこと。 

   ロ 他の事業者に対し当該違反行為に係る商品又は役務に係る対価、供給量、購入

量、市場占有率、取引の相手方その他当該違反行為の実行としての事業活動につ

いて指定すること（専ら自己の取引について指定することを除く。）。 



   ハ 他の事業者に対し公正取引委員会の調査の際に当該違反行為又は当該違反行為

に係る課徴金の計算の基礎となるべき事実に係る資料を隠蔽し、若しくは仮装す

ること又は当該事実に係る虚偽の事実の報告若しくは資料の提出をすることを要

求し、依頼し、又は唆すこと。 

   ニ 他の事業者に対し次条第一項第一号、第二項第一号から第四号まで若しくは第

三項第一号若しくは第二号に規定する事実の報告及び資料の提出又は第七条の五

第一項の規定による協議の申出を行わないことを要求し、依頼し、又は唆すこと。 

   前条第一項の規定により課徴金の納付を命ずる場合において、当該事業者が、第一

項各号のいずれか及び前項各号のいずれかに該当する者であるときは、同条第一項

（同条第二項において読み替えて適用する場合を含む。）中「合算額」とあるのは、

「合算額に二を乗じて得た額」とする。 

 第七条の四 公正取引委員会は、第七条の二第一項の規定により課徴金を納付すべき事

業者が次の各号のいずれにも該当する者であるときは、同項の規定にかかわらず、当

該事業者に対し、課徴金の納付を命じないものとする。 

  一 公正取引委員会規則で定めるところにより、単独で、当該違反行為をした事業者

のうち最初に公正取引委員会に当該違反行為に係る事実の報告及び資料の提出を行

つた者（当該事実の報告及び資料の提出が当該違反行為に係る事件についての調査

開始日（第四十七条第一項第四号に掲げる処分又は第百二条第一項に規定する処分

が最初に行われた日をいう。以下この条において同じ。）（当該処分が行われなか

つたときは、当該事業者が当該違反行為について事前通知を受けた日をいう。次号

及び次項において同じ。）以後に行われた場合を除く。） 

  二 当該違反行為に係る事件についての調査開始日以後において、当該違反行為をし

ていない者 

   第七条の二第一項の場合において、公正取引委員会は、当該事業者が第一号及び第

五号に該当する者であるときは減算前課徴金額（前二条の規定により計算した課徴金

の額をいう。以下この条及び次条において同じ。）に百分の二十を乗じて得た額を、

第二号及び第五号又は第三号及び第五号に該当する者であるときは減算前課徴金額に

百分の十を乗じて得た額を、第四号及び第五号に該当する者であるときは減算前課徴

金額に百分の五を乗じて得た額を、それぞれ当該減算前課徴金額から減額するものと

する。 

  一 公正取引委員会規則で定めるところにより、単独で、当該違反行為をした事業者

のうち二番目に公正取引委員会に当該違反行為に係る事実の報告及び資料の提出を

行つた者（当該事実の報告及び資料の提出が当該違反行為に係る事件についての調

査開始日以後に行われた場合を除く。） 

  二 公正取引委員会規則で定めるところにより、単独で、当該違反行為をした事業者

のうち三番目に公正取引委員会に当該違反行為に係る事実の報告及び資料の提出を



行つた者（当該事実の報告及び資料の提出が当該違反行為に係る事件についての調

査開始日以後に行われた場合を除く。） 

  三 公正取引委員会規則で定めるところにより、単独で、当該違反行為をした事業者

のうち四番目又は五番目に公正取引委員会に当該違反行為に係る事実の報告及び資

料の提出（第四十五条第一項に規定する報告又は同条第四項の措置その他により既

に公正取引委員会によつて把握されている事実に係るものを除く。次号において同

じ。）を行つた者（当該事実の報告及び資料の提出が当該違反行為に係る事件につ

いての調査開始日以後に行われた場合を除く。） 

  四 公正取引委員会規則で定めるところにより、単独で、当該違反行為をした事業者

のうち六番目以降に公正取引委員会に当該違反行為に係る事実の報告及び資料の提

出を行つた者（当該事実の報告及び資料の提出が当該違反行為に係る事件について

の調査開始日以後に行われた場合を除く。） 

  五 当該違反行為に係る事件についての調査開始日以後において、当該違反行為をし

ていない者 

   第七条の二第一項の場合において、公正取引委員会は、当該事業者が第一号及び第

三号に該当する者であるときは減算前課徴金額に百分の十を乗じて得た額を、第二号

及び第三号に該当する者であるときは減算前課徴金額に百分の五を乗じて得た額を、

それぞれ当該減算前課徴金額から減額するものとする。 

  一 当該違反行為に係る第一項第一号又は前項第一号から第三号までに規定する事実

の報告及び資料の提出を行つた者の数が五に満たない場合において、当該違反行為

に係る事件についての調査開始日以後公正取引委員会規則で定める期日までに、公

正取引委員会規則で定めるところにより、単独で、公正取引委員会に当該違反行為

に係る事実の報告及び資料の提出（第四十七条第一項各号に掲げる処分又は第百二

条第一項に規定する処分その他により既に公正取引委員会によつて把握されている

事実に係るものを除く。次号において同じ。）を行つた者（第一項第一号又は前項

第一号から第三号までに規定する事実の報告及び資料の提出を行つた者の数とこの

号に規定する事実の報告及び資料の提出を行つた者の数を合計した数が五以下であ

り、かつ、この号に規定する事実の報告及び資料の提出を行つた者の数を合計した

数が三以下である場合に限る。） 

  二 当該違反行為に係る事件についての調査開始日以後公正取引委員会規則で定める

期日までに、公正取引委員会規則で定めるところにより、単独で、公正取引委員会

に当該違反行為に係る事実の報告及び資料の提出を行つた者（前号に該当する者を

除く。） 

  三 前二号に規定する事実の報告及び資料の提出を行つた日以後において、当該違反

行為をしていない者 

   第七条の二第一項に規定する違反行為をした事業者のうち二以上の事業者（会社で



ある場合に限る。）が、公正取引委員会規則で定めるところにより、共同して、公正

取引委員会に当該違反行為に係る事実の報告及び資料の提出を行つた場合において、

第一号に該当し、かつ、第二号又は第三号のいずれかに該当する者であるときに限り、

当該事実の報告及び資料の提出を単独で行つたものとみなして、当該事実の報告及び

資料の提出を行つた二以上の事業者について前三項の規定を適用する。この場合にお

ける第一項第一号、第二項第一号から第四号まで並びに前項第一号及び第二号に規定

する事実の報告及び資料の提出を行つた事業者の数の計算については、当該二以上の

事業者をもつて一の事業者とする。 

  一 当該二以上の事業者が、当該事実の報告及び資料の提出の時において相互に子会

社等の関係にあること。 

  二 当該二以上の事業者のうち、当該二以上の事業者のうちの他の事業者と共同して

当該違反行為をしたものが、当該他の事業者と共同して当該違反行為をした全期間

（当該事実の報告及び資料の提出を行つた日から遡り十年以内の期間に限る。）に

おいて、当該他の事業者と相互に子会社等の関係にあつたこと。 

  三 当該二以上の事業者のうち、当該二以上の事業者のうちの他の事業者と共同して

は当該違反行為をしていないものについて、次のいずれかに該当する事実があるこ

と。 

   イ その者が当該二以上の事業者のうちの他の事業者に対して当該違反行為に係る

事業の全部若しくは一部を譲渡し、又は分割により当該違反行為に係る事業の全

部若しくは一部を承継させ、かつ、当該他の事業者が当該譲渡又は分割の日から

当該違反行為を開始したこと。 

   ロ その者が、当該二以上の事業者のうちの他の事業者から当該違反行為に係る事

業の全部若しくは一部を譲り受け、又は分割により当該違反行為に係る事業の全

部若しくは一部を承継し、かつ、当該譲受け又は分割の日から当該違反行為を開

始したこと。 

   公正取引委員会は、第一項第一号、第二項第一号から第四号まで又は第三項第一号

若しくは第二号に規定する事実の報告及び資料の提出を受けたときは、当該事実の報

告及び資料の提出を行つた事業者に対し、速やかに文書をもつてその旨を通知するも

のとする。 

   公正取引委員会は、次条第一項の合意（同条第二項各号に掲げる行為をすることを

内容とするものを含む。）をした場合を除き、第一項第一号、第二項第一号から第四

号まで又は第三項第一号若しくは第二号に規定する事実の報告及び資料の提出を行つ

た事業者に対し第七条の二第一項の規定による命令又は次項若しくは第七条の七第三

項の規定による通知をするまでの間、当該事業者に対し、当該違反行為に係る事実の

報告又は資料の提出を追加して求めることができる。 

   公正取引委員会は、第一項の規定により課徴金の納付を命じないこととしたときは、



同項の規定に該当する事業者がした違反行為に係る事件について当該事業者以外の事

業者に対し第七条の二第一項の規定による命令をする際に（同項の規定による命令を

しない場合にあつては、公正取引委員会規則で定める時までに）、これと併せて当該

事業者に対し、文書をもつてその旨を通知するものとする。 

 第七条の五 公正取引委員会は、前条第二項第一号から第四号まで又は第三項第一号若

しくは第二号に規定する事実の報告及び資料の提出を行つた事業者（以下この条にお

いて「報告等事業者」という。）から次の各号に掲げる行為についての協議の申出が

あつたときは、報告等事業者との間で協議を行うものとし、当該事実及び資料により

得られ、並びに第一号に掲げる行為により報告し、又は提出する事実又は資料により

得られることが見込まれる事件の真相の解明に資するものとして公正取引委員会規則

で定める事項に係る事実の内容その他の事情を考慮して、公正取引委員会規則で定め

るところにより、報告等事業者との間で、報告等事業者が同号に掲げる行為をし、か

つ、公正取引委員会が第二号に掲げる行為をすることを内容とする合意をすることが

できる。 

  一 次に掲げる行為 

   イ 当該協議において、公正取引委員会に対し、報告し、又は提出する旨の申出を

行つた事実又は資料を当該合意後直ちに報告し、又は提出すること。 

   ロ 前条第二項第一号から第四号まで若しくは第三項第一号若しくは第二号に規定

する事実の報告及び資料の提出又はイに掲げる行為により得られた事実又は資料

に関し、公正取引委員会の求めに応じ、事実の報告、資料の提出、公正取引委員

会による報告等事業者の物件の検査（ハ及び次項第一号ロにおいて単に「検査」

という。）の承諾その他の行為を行うこと。 

   ハ 公正取引委員会による調査により判明した事実に関し、公正取引委員会の求め

に応じ、事実の報告、資料の提出、検査の承諾その他の行為を行うこと。 

  二 減算前課徴金額に次のイ又はロに掲げる事業者の区分に応じ、当該イ又はロに定

める割合（次項第二号において「上限割合」という。）の範囲内において、当該合

意において定める特定の割合（同号及び第三項において「特定割合」という。）を

乗じて得た額を、当該減算前課徴金額から減額すること。 

   イ 前条第二項第一号から第四号までに規定する事実の報告及び資料の提出を行つ

た事業者 百分の四十以下 

   ロ 前条第三項第一号又は第二号に規定する事実の報告及び資料の提出を行つた事

業者 百分の二十以下 

   公正取引委員会は、前項の協議において報告等事業者により説明された同項第一号

に掲げる行為により得られる事実又は資料が事件の真相の迅速な解明に必要であるこ

とに加えて、報告等事業者が同項の合意後に当該事件についての新たな事実又は資料

であつて同項の公正取引委員会規則で定める事項に係る事実に係るものを把握する蓋



然性が高いと認められる場合において、当該新たな事実又は資料の報告又は提出に当

該合意後一定の期間を要する事情があると認めるときは、報告等事業者に対し、当該

協議において、報告等事業者が同号に掲げる行為に加えて第一号に掲げる行為をする

ことを当該合意の内容に含めるとともに、公正取引委員会が同項第二号に掲げる行為

をすることに代えて第二号に掲げる行為をすることを当該合意の内容とするよう求め

ることができる。 

  一 次に掲げる行為 

   イ 当該合意後、当該新たな事実又は資料を把握したときは、直ちに、公正取引委

員会に当該新たな事実又は資料の報告又は提出を行うこと。 

   ロ イに掲げる行為により得られた事実又は資料に関し、公正取引委員会の求めに

応じ、事実の報告、資料の提出、検査の承諾その他の行為を行うこと。 

  二 減算前課徴金額に、特定割合を下限とし、これに報告等事業者が前号に掲げる行

為をすることに対し減算前課徴金額を更に減ずることができる割合として公正取引

委員会規則で定めるところにより当該合意において定める割合を加算した割合（上

限割合以下の割合に限る。）を上限とする範囲内において、公正取引委員会が当該

行為により得られた前項の公正取引委員会規則で定める事項に係る事実の内容を評

価して決定する割合（次項及び第五項において「評価後割合」という。）を乗じて

得た額を、当該減算前課徴金額から減額すること。 

   第七条の二第一項の場合において、公正取引委員会は、第一項の合意（前項各号に

掲げる行為をすることを内容とするものを含む。以下この条及び次条において同

じ。）があるときは、前条第二項又は第三項の規定により減額する額に加えて、当該

合意の内容に応じ、減算前課徴金額に特定割合又は評価後割合を乗じて得た額を、当

該減算前課徴金額から減額するものとする。 

   第一項の合意は、公正取引委員会及び報告等事業者が署名又は記名押印をした書面

により、その内容を明らかにしてするものとする。 

   公正取引委員会は、第二項第二号に掲げる行為をすることを内容とする第一項の合

意をする場合には、同号に規定する公正取引委員会による評価及び評価後割合の決定

の方法を前項の書面に記載するものとする。 

   第一項の協議において、公正取引委員会は、報告等事業者に対し、報告等事業者が

同項第一号イに掲げる行為により報告し、又は提出することができる事実又は資料の

概要について説明を求めることができる。 

   公正取引委員会は、第一項の合意が成立しなかつた場合（報告等事業者が第二項の

求めに応じず、第一項各号に掲げる行為をすることのみを内容とする合意が成立した

ときを除く。）には、公正取引委員会が同項の協議における報告等事業者の説明の内

容を記録した、文書その他の物件を証拠とすることができない。 

   協議の申出の期限その他の第一項の協議に関し必要な手続は、公正取引委員会規則



で定める。 

   報告等事業者は、第一項の協議を行うに当たり、代理人（弁護士又は弁護士法人に

限る。次項及び第十一項において「特定代理人」という。）を選任することができる。 

   公正取引委員会は、第一項の協議を行うに当たり、当該協議の相手方となる報告等

事業者に対し、特定代理人を選任することができる旨を書面により教示するものとす

る。 

   報告等事業者が第九項の規定により特定代理人を選任した場合における第一項及び

第四項の規定の適用については、第一項中「との間で協議」とあるのは「又は特定代

理人（第九項に規定する特定代理人をいう。第四項において同じ。）との間で協議」

と、第四項中「及び報告等事業者」とあるのは「並びに報告等事業者及び特定代理

人」とする。 

 第七条の六 公正取引委員会が、第七条の四第一項第一号、第二項第一号から第四号ま

で又は第三項第一号若しくは第二号に規定する事実の報告及び資料の提出を行つた事

業者に対し第七条の二第一項の規定による命令又は第七条の四第七項の規定による通

知をするまでの間に、次の各号のいずれかに該当する事実があると認めるときは、同

条第一項から第三項まで及び前条第三項の規定にかかわらず、これらの規定は、適用

しない。 

  一 当該事業者（当該事業者が第七条の四第四項に規定する事実の報告及び資料の提

出を行つた者であるときは、当該事業者及び当該事業者と共同して当該事実の報告

及び資料の提出を行つた他の事業者のうち、いずれか一以上の事業者。以下この号

から第三号までにおいて同じ。）が報告した事実若しくは提出した資料又は当該事

業者がした前条第一項第一号若しくは第二項第一号に掲げる行為により得られた事

実若しくは資料に虚偽の内容が含まれていたこと。 

  二 当該事業者（第七条の四第一項第一号に規定する事実の報告及び資料の提出を行

つた事業者に限る。）が、同条第六項の規定による求めに対し、事実の報告若しく

は資料の提出をせず、又は虚偽の事実の報告若しくは資料の提出をしたこと。 

  三 当該事業者（第七条の四第二項第一号から第四号まで又は第三項第一号若しくは

第二号に規定する事実の報告及び資料の提出を行つた事業者に限る。）が、同条第

六項の規定による求めに対し、虚偽の事実の報告又は資料の提出をしたこと。 

  四 当該事業者がした当該違反行為に係る事件において、当該事業者が、他の事業者

に対し（当該事業者が第七条の四第四項に規定する事実の報告及び資料の提出を行

つた者であるときは、当該事業者及び当該事業者と共同して当該事実の報告及び資

料の提出を行つた他の事業者のうちいずれか一以上の事業者が、当該事業者及び当

該事業者と共同して当該事実の報告及び資料の提出を行つた他の事業者以外の事業

者に対し）第七条の二第一項に規定する違反行為をすることを強要し、又は当該違

反行為をやめることを妨害していたこと。 



  五 当該事業者が、他の事業者に対し（当該事業者が第七条の四第四項に規定する事

実の報告及び資料の提出を行つた者であるときは、当該事業者及び当該事業者と共

同して当該事実の報告及び資料の提出を行つた他の事業者のうちいずれか一以上の

事業者が、当該事業者及び当該事業者と共同して当該事実の報告及び資料の提出を

行つた他の事業者以外の事業者に対し）同条第一項第一号、第二項第一号から第四

号まで若しくは第三項第一号若しくは第二号に規定する事実の報告及び資料の提出

又は前条第一項の協議の申出を行うことを妨害していたこと。 

  六 当該事業者が、正当な理由なく、第七条の四第一項第一号、第二項第一号から第

四号まで若しくは第三項第一号若しくは第二号に規定する事実の報告及び資料の提

出を行つた旨又は前条第一項の合意若しくは協議を行つた旨を第三者に対し（当該

事業者が第七条の四第四項に規定する事実の報告及び資料の提出を行つた者である

ときは、当該事業者及び当該事業者と共同して当該事実の報告及び資料の提出を行

つた他の事業者のうちいずれか一以上の事業者が、当該事業者及び当該事業者と共

同して当該事実の報告及び資料の提出を行つた他の事業者以外の者に対し）明らか

にしたこと。 

  七 当該事業者が、前条第一項の合意に違反して当該合意に係る行為を行わなかつた

こと。 

 第七条の七 公正取引委員会は、第七条の二第一項の場合において、同一事件について、

当該事業者に対し、罰金の刑に処する確定裁判があるときは、同条、第七条の三、第

七条の四第二項若しくは第三項又は第七条の五第三項の規定により計算した額に代え

て、その額から当該罰金額の二分の一に相当する金額を控除した額を課徴金の額とす

るものとする。ただし、第七条の二、第七条の三、第七条の四第二項若しくは第三項

若しくは第七条の五第三項の規定により計算した額が当該罰金額の二分の一に相当す

る金額を超えないとき、又は当該控除後の額が百万円未満であるときは、この限りで

ない。 

   前項ただし書の場合においては、公正取引委員会は、課徴金の納付を命ずることが

できない。 

   公正取引委員会は、前項の規定により課徴金の納付を命じない場合には、罰金の刑

に処せられた事業者に対し、当該事業者がした第七条の二第一項に規定する違反行為

に係る事件について当該事業者以外の事業者に対し同項の規定による命令をする際に

（当該命令をしない場合にあつては、公正取引委員会規則で定める時までに）、これ

と併せて文書をもつてその旨を通知するものとする。 

 第七条の八 第七条の二第一項の規定による命令を受けた者は、同条、第七条の三、第

七条の四第二項若しくは第三項、第七条の五第三項又は前条第一項の規定により計算

した課徴金を納付しなければならない。 

   第七条の二、第七条の三、第七条の四第二項若しくは第三項、第七条の五第三項又



は前条第一項の規定により計算した課徴金の額に一万円未満の端数があるときは、そ

の端数は、切り捨てる。 

   第七条の二第一項に規定する違反行為をした事業者が法人である場合において、当

該法人が合併により消滅したときは、当該法人がした違反行為並びに当該法人が受け

た同項の規定による命令、第七条の四第七項及び前条第三項の規定による通知並びに

第六十三条第二項の規定による決定（以下この項及び次項において「命令等」とい

う。）は、合併後存続し、又は合併により設立された法人がした違反行為及び当該合

併後存続し、又は合併により設立された法人が受けた命令等とみなして、第七条の二

からこの条までの規定を適用する。 

   第七条の二第一項に規定する違反行為をした事業者が法人である場合において、当

該法人がその一若しくは二以上の子会社等に対して当該違反行為に係る事業の全部を

譲渡し、又は当該法人（会社である場合に限る。）がその一若しくは二以上の子会社

等に対して分割により当該違反行為に係る事業の全部を承継させ、かつ、合併以外の

事由により消滅したときは、当該法人がした違反行為及び当該法人が受けた命令等は、

当該事業の全部若しくは一部を譲り受け、又は分割により当該事業の全部若しくは一

部を承継した子会社等（以下「特定事業承継子会社等」という。）がした違反行為及

び当該特定事業承継子会社等が受けた命令等とみなして、同条からこの条までの規定

を適用する。この場合において、当該特定事業承継子会社等が二以上あるときは、第

七条の二第一項中「当該事業者に対し」とあるのは「特定事業承継子会社等（第七条

の八第四項に規定する特定事業承継子会社等をいう。以下この項及び同条第一項にお

いて同じ。）に対し、この項の規定による命令を受けた他の特定事業承継子会社等と

連帯して」と、第一項中「受けた者は」とあるのは「受けた特定事業承継子会社等は、

同項の規定による命令を受けた他の特定事業承継子会社等と連帯して」とする。 

   前二項の場合において、第七条の四及び第七条の五の規定の適用に関し必要な事項

は、政令で定める。 

   実行期間の終了した日から七年を経過したときは、公正取引委員会は、当該違反行

為に係る課徴金の納付を命ずることができない。 

 第七条の九 事業者が、私的独占（他の事業者の事業活動を支配することによるものに

限る。）であつて、当該他の事業者（以下この項において「被支配事業者」とい

う。）が供給する商品若しくは役務の対価に係るもの又は被支配事業者が供給する商

品若しくは役務の供給量、市場占有率若しくは取引の相手方を実質的に制限すること

によりその対価に影響することとなるものをしたときは、公正取引委員会は、第八章

第二節に規定する手続に従い、当該事業者に対し、第一号及び第二号に掲げる額の合

計額に百分の十を乗じて得た額並びに第三号に掲げる額の合算額に相当する額の課徴

金を国庫に納付することを命じなければならない。ただし、その額が百万円未満であ

るときは、その納付を命ずることができない。 



  一 当該事業者及びその特定非違反供給子会社等が被支配事業者に供給した当該商品

又は役務（当該被支配事業者が当該違反行為に係る一定の取引分野において当該商

品又は役務を供給するために必要な商品又は役務を含む。次号及び第三号において

同じ。）並びに当該一定の取引分野において当該事業者及び当該特定非違反供給子

会社等が供給した当該商品又は役務（当該事業者に当該特定非違反供給子会社等が

供給したもの並びに当該事業者又は当該特定非違反供給子会社等が被支配事業者及

び当該事業者の供給子会社等に供給したものを除く。）並びに当該一定の取引分野

において当該事業者及び当該特定非違反供給子会社等が当該事業者の供給子会社等

に供給した当該商品又は役務（当該供給子会社等（違反供給子会社等又は特定非違

反供給子会社等である場合に限る。）が他の者に当該商品又は役務を供給するため

に当該事業者又は当該特定非違反供給子会社等から供給を受けたものを除く。）の

政令で定める方法により算定した、当該違反行為に係る実行期間における売上額 

  二 当該違反行為に係る商品又は役務の全部又は一部の製造、販売、管理その他の当

該商品又は役務に密接に関連する業務として政令で定めるものであつて、当該事業

者及びその完全子会社等（当該違反行為をしていないものに限る。次号において同

じ。）が行つたものの対価の額に相当する額として政令で定める方法により算定し

た額 

  三 当該違反行為に係る商品若しくは役務を他の者（当該事業者の供給子会社等並び

に当該違反行為をした他の事業者及びその供給子会社等を除く。）に供給しないこ

とに関し、手数料、報酬その他名目のいかんを問わず、当該事業者及びその完全子

会社等が得た金銭その他の財産上の利益に相当する額として政令で定める方法によ

り算定した額 

   事業者が、私的独占（他の事業者の事業活動を排除することによるものに限り、前

項の規定に該当するものを除く。）をしたときは、公正取引委員会は、第八章第二節

に規定する手続に従い、当該事業者に対し、当該違反行為に係る一定の取引分野にお

いて当該事業者及びその特定非違反供給子会社等が供給した商品又は役務（当該一定

の取引分野において当該商品又は役務を供給する他の事業者に供給したものを除

く。）並びに当該一定の取引分野において当該商品又は役務を供給する他の事業者

（当該事業者の供給子会社等を除く。）に当該事業者及び当該特定非違反供給子会社

等が供給した当該商品又は役務（当該他の事業者が当該商品又は役務を供給するため

に必要な商品又は役務を含む。）並びに当該一定の取引分野において当該事業者及び

当該特定非違反供給子会社等が当該事業者の供給子会社等に供給した当該商品又は役

務（当該供給子会社等（違反供給子会社等又は特定非違反供給子会社等である場合に

限る。）が他の者に当該商品又は役務を供給するために当該事業者又は当該特定非違

反供給子会社等から供給を受けたものを除く。）の政令で定める方法により算定した、

当該違反行為に係る違反行為期間における売上額に、百分の六を乗じて得た額に相当



する額の課徴金を国庫に納付することを命じなければならない。ただし、その額が百

万円未満であるときは、その納付を命ずることができない。 

   第七条の二第三項、第七条の三第一項（ただし書を除く。）、第七条の七並びに前

条第一項から第四項まで及び第六項の規定は、第一項に規定する違反行為が行われた

場合について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第七条の二第三項 第一項の 第七条の九第一項の 

 第一項各号 第七条の九第一項各号 

 若しくは特定非違反購入子会

社等又は 

又は 

第七条の三第一項 前条第一項の 第七条の九第一項の 

 同項（同条第二項において読

み替えて適用する場合を含

む。） 

同項 

第七条の七第一項 第七条の二第一項 第七条の九第一項 

 同条、第七条の三、第七条の

四第二項若しくは第三項又は

第七条の五第三項 

同項又は同条第三項において

読み替えて準用する第七条の

二第三項若しくは第七条の三

第一項（ただし書を除く。） 

第七条の七第一項

ただし書 

第七条の二、第七条の三、第

七条の四第二項若しくは第三

項若しくは第七条の五第三項 

第七条の九第一項又は同条第

三項において読み替えて準用

する第七条の二第三項若しく

は第七条の三第一項（ただし

書を除く。） 

第七条の七第二項 前項ただし書 第七条の九第三項において読

み替えて準用する前項ただし

書 

第七条の七第三項 前項 第七条の九第三項において読

み替えて準用する前項 

 第七条の二第一項 同条第一項 

前条第一項 第七条の二第一項 次条第一項 

 同条、第七条の三、第七条の

四第二項若しくは第三項、第

七条の五第三項又は 

同項又は同条第三項において

読み替えて準用する第七条の

二第三項、第七条の三第一項

（ただし書を除く。）若しく

は 

前条第二項 第七条の二、第七条の三、第

七条の四第二項若しくは第三

項、第七条の五第三項又は 

次条第一項又は同条第三項に

おいて読み替えて準用する第

七条の二第三項、第七条の三

第一項（ただし書を除く。）

若しくは 

前条第三項 第七条の二第一項 次条第一項 

 第七条の四第七項及び 同条第三項において読み替え

て準用する 

 通知並びに 通知及び 



 第七条の二からこの条まで 次条第一項並びに同条第三項

において読み替えて準用する

第七条の二第三項、第七条の

三第一項（ただし書を除

く。）、前条及び第一項から

次項まで並びに次条第三項に

おいて準用する第六項 

前条第四項 第七条の二第一項 次条第一項 

 同条からこの条まで 同項並びに同条第三項におい

て読み替えて準用する第七条

の二第三項、第七条の三第一

項（ただし書を除く。）、前

条及び第一項からこの項まで

並びに次条第三項において準

用する第六項 

 特定事業承継子会社等（第七

条の八第四項に規定する特定

事業承継子会社等をいう。以

下この項及び同条第一項にお

いて同じ。） 

特定事業承継子会社等 

 、第一項 、同条第三項において読み替

えて準用する第一項 

 受けた特定事業承継子会社等

は、同項 

受けた特定事業承継子会社等

（同条第三項において読み替

えて準用する第四項に規定す

る特定事業承継子会社等をい

う。以下この項において同

じ。）は、同条第一項 

   第七条の二第三項、第七条の三第一項（ただし書を除く。）、第七条の七並びに前

条第一項から第四項まで及び第六項の規定は、第二項に規定する違反行為が行われた

場合について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第七条の二第三項 第一項の 第七条の九第二項の 

 実行期間 違反行為期間 

 第一項各号に掲げる 第七条の九第二項に規定する 

 若しくは特定非違反購入子会

社等又は 

又は 

第七条の三第一項 前条第一項の 第七条の九第二項の 

 同項（同条第二項において読

み替えて適用する場合を含

む。） 

同項 

 合算額 売上額 

第七条の七第一項 第七条の二第一項 第七条の九第二項 

 同条、第七条の三、第七条の

四第二項若しくは第三項又は

第七条の五第三項 

同項又は同条第四項において

読み替えて準用する第七条の

二第三項若しくは第七条の三



第一項（ただし書を除く。） 

第七条の七第一項

ただし書 

第七条の二、第七条の三、第

七条の四第二項若しくは第三

項若しくは第七条の五第三項 

第七条の九第二項又は同条第

四項において読み替えて準用

する第七条の二第三項若しく

は第七条の三第一項（ただし

書を除く。） 

第七条の七第二項 前項ただし書 第七条の九第四項において読

み替えて準用する前項ただし

書 

第七条の七第三項 前項 第七条の九第四項において読

み替えて準用する前項 

 第七条の二第一項 同条第二項 

前条第一項 第七条の二第一項 次条第二項 

 同条、第七条の三、第七条の

四第二項若しくは第三項、第

七条の五第三項又は 

同項又は同条第四項において

読み替えて準用する第七条の

二第三項、第七条の三第一項

（ただし書を除く。）若しく

は 

前条第二項 第七条の二、第七条の三、第

七条の四第二項若しくは第三

項、第七条の五第三項又は 

次条第二項又は同条第四項に

おいて読み替えて準用する第

七条の二第三項、第七条の三

第一項（ただし書を除く。）

若しくは 

前条第三項 第七条の二第一項 次条第二項 

 第七条の四第七項及び 同条第四項において読み替え

て準用する 

 通知並びに 通知及び 

 第七条の二からこの条まで 次条第二項並びに同条第四項

において読み替えて準用する

第七条の二第三項、第七条の

三第一項（ただし書を除

く。）、前条並びに第一項か

ら次項まで及び第六項 

前条第四項 第七条の二第一項 次条第二項 

 同条からこの条まで 同項並びに同条第四項におい

て読み替えて準用する第七条

の二第三項、第七条の三第一

項（ただし書を除く。）、前

条並びに第一項からこの項ま

で及び第六項 

 特定事業承継子会社等（第七

条の八第四項に規定する特定

事業承継子会社等をいう。以

下この項及び同条第一項にお

いて同じ。） 

特定事業承継子会社等 

 、第一項 、同条第四項において読み替

えて準用する第一項 



 受けた特定事業承継子会社等

は、同項 

受けた特定事業承継子会社等

（同条第四項において読み替

えて準用する第四項に規定す

る特定事業承継子会社等をい

う。以下この項において同

じ。）は、同条第二項 

前条第六項 実行期間 違反行為期間 

  第八条の三中「第七条の二第一項、第三項、第五項、第六項（ただし書を除く。）、

第十項から第十八項まで（第十三項第二号及び第三号を除く。）、第二十二項、第二十

三項及び第二十七項」を「第二条の二（第十四項を除く。）、第七条の二、第七条の四

（第四項第二号及び第三号を除く。）、第七条の五、第七条の六並びに第七条の八第一

項、第二項及び第六項」に、「準用する」を「ついて準用する」に改め、同条後段を次

のように改める。 

   この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第二条の二第二項 この章 この章（第八条の三において

読み替えて準用する第七条の

四第四項第一号を除く。） 

第二条の二第四項 第七条の二第一項又は第七条

の九第一項若しくは第二項に

規定する違反行為のうちいず

れかの違反行為（第十三項及

び第十四項を除き、 

第八条の三に規定する違反行

為（ 

 事業者 事業者団体の構成事業者（事

業者の利益のためにする行為

を行う役員、従業員、代理人

その他の者が構成事業者であ

る場合にあつては、当該事業

者を含む。以下この章におい

て「特定事業者」という。） 

第二条の二第五項 事業者 事業者団体 

 をしたもの の実行としての事業活動をし

たもの 

第二条の二第六項 事業者 事業者団体 

 をしていないもの の実行としての事業活動をし

ていないもの 

第二条の二第七項 事業者と 事業者団体の特定事業者と 

 事業者から 特定事業者から 

第二条の二第八項 事業者 事業者団体の特定事業者 

第二条の二第九項 事業者 事業者団体 

 をしたもの の実行としての事業活動をし

たもの 

第二条の二第十項 事業者 事業者団体 

 をしていないもの の実行としての事業活動をし



ていないもの 

第二条の二第十一

項 

事業者と 事業者団体の特定事業者と 

 事業者から 特定事業者から 

第二条の二第十二

項 

第七条の二第一項又は第七条

の九第一項若しくは第二項 

第八条の三 

 事業者 事業者団体の特定事業者 

第二条の二第十三

項 

第七条の二第一項又は第七条

の九第一項に規定する違反行

為をした 

違反行為をした事業者団体の 

 事業者 特定事業者 

第二条の二第十五

項 

事業者 事業者団体の特定事業者 

第七条の二第一項

各号列記以外の部

分 

事業者が 事業者団体が 

 事業者に 事業者団体の特定事業者に 

第七条の二第一項

各号 

事業者 特定事業者 

第七条の二第一項

第三号 

をしていない の実行としての事業活動をし

ていない 

第七条の二第一項

第四号 

違反行為をした 違反行為をした事業者団体の 

第七条の二第二項

及び第三項 

当該事業者 当該特定事業者 

第七条の四第一項

各号列記以外の部

分 

事業者 特定事業者 

第七条の四第一項

第一号 

違反行為をした 違反行為をした事業者団体の 

 事業者 特定事業者 

第七条の四第一項

第二号 

をしていない の実行としての事業活動をし

ていない 

第七条の四第二項

各号列記以外の部

分 

事業者 特定事業者 

 前二条 同条 

第七条の四第二項

第一号から第四号

まで 

事業者 事業者団体の特定事業者 

第七条の四第二項

第五号 

をしていない の実行としての事業活動をし

ていない 

第七条の四第三項

各号列記以外の部

分 

事業者 特定事業者 

第七条の四第三項

第三号 

をしていない の実行としての事業活動をし

ていない 



第七条の四第四項

各号列記以外の部

分 

第七条の二第一項に規定する

違反行為をした 

第八条第一号（不当な取引制

限に相当する行為をする場合

に限る。）又は第二号（不当

な取引制限に該当する事項を

内容とする国際的協定又は国

際的契約をする場合に限

る。）の規定に違反する行為

をした事業者団体の 

 事業者 特定事業者 

 第一号に該当し、かつ、第二

号又は第三号のいずれかに該

当する 

第一号に該当する 

第七条の四第四項

第一号 

事業者 特定事業者 

 子会社等 子会社等（特定事業者の子会

社（第二条の二第二項に規定

する子会社をいう。）若しく

は親会社（同項に規定する親

会社をいう。以下この号にお

いて同じ。）又は当該特定事

業者と親会社が同一である他

の会社をいう。） 

第七条の四第五項

及び第六項 

事業者 特定事業者 

第七条の四第七項 事業者 特定事業者 

 した違反行為 行つた同項第一号に規定する

事実の報告及び資料の提出 

第七条の五第一項

各号列記以外の部

分 

行つた事業者 行つた特定事業者 

 報告等事業者 特定報告等事業者 

第七条の五第一項

第一号ロ 

報告等事業者 特定報告等事業者 

第七条の五第一項

第二号 

事業者 特定事業者 

第七条の五第二

項、第四項、第六

項、第七項及び第

九項から第十一項

まで 

報告等事業者 特定報告等事業者 

第七条の六（第四

号を除く。） 

事業者 特定事業者 

第七条の六第四号 事業者がした 事業者団体がした 

 、当該事業者 、当該特定事業者 

 他の事業者 他の特定事業者 

 （当該事業者 （当該特定事業者 

 及び当該事業者 及び当該特定事業者 



 一以上の事業者 一以上の特定事業者 

 以外の事業者 以外の特定事業者 

 をする の実行としての事業活動を行

う 

 をやめる の実行としての事業活動をや

める 

第七条の八第一項 同条、第七条の三 同条 

 、第七条の五第三項又は前条

第一項 

又は第七条の五第三項 

第七条の八第二項 第七条の二、第七条の三 第七条の二 

 、第七条の五第三項又は前条

第一項 

又は第七条の五第三項 

  第九条第五項中「、会社がその総株主の議決権」の下に「（株主総会において決議を

することができる事項の全部につき議決権を行使することができない株式についての議

決権を除き、会社法第八百七十九条第三項の規定により議決権を有するものとみなされ

る株式についての議決権を含む。以下この条から第十一条まで、第二十二条第三号及び

第七十条の四第一項において同じ。）」を加える。 

  第五章中第十九条の前に次の一条を加える。 

 第十八条の二 この章において「違反行為期間」とは、第二十条の二から第二十条の六

までに規定する違反行為のうちいずれかの違反行為をした事業者に係る当該違反行為

をした日（当該事業者に対し当該違反行為について第四十七条第一項第一号、第三号

又は第四号に掲げる処分が最初に行われた日（当該事業者に対し当該処分が行われな

かつたときは、当該事業者が当該違反行為について事前通知（第二十条の二から第二

十条の六までの規定により課徴金の納付を命ずる場合において、第六十二条第四項に

おいて読み替えて準用する第五十条第一項の規定により公正取引委員会が第二十条の

二から第二十条の六までに規定する違反行為のうちいずれかの違反行為をした事業者

に対してする通知をいう。次項において同じ。）を受けた日）の十年前の日前である

ときは、同日）から当該違反行為がなくなる日までの期間をいう。 

   この章において「調査開始日」とは、第二十条の二から第二十条の五までに規定す

る違反行為のうちいずれかの違反行為に係る事件について第四十七条第一項第一号、

第三号又は第四号に掲げる処分が最初に行われた日（当該処分が行われなかつたとき

は、当該違反行為をした事業者が当該違反行為について事前通知を受けた日）をいう。 

  第二十条の二中「当該行為をした日から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間

が三年を超えるときは、当該行為がなくなる日から遡つて三年間とする。）における、

当該行為」を「違反行為期間における、当該違反行為」に改め、「（当該事業者が小売

業を営む場合は百分の二、卸売業を営む場合は百分の一とする。）」を削り、同条ただ

し書中「が当該行為」を「が当該違反行為」に改め、「同条第二項及び」を削り、「第

七条の二第四項」を「第七条の九第一項若しくは第二項」に、「第七条の二第十八項若



しくは第二十一項」を「第七条の四第七項若しくは第七条の七第三項」に改め、同条第

一号中「当該行為」を「当該違反行為」に、「について第四十七条第一項第四号に掲げ

る処分が最初に行われた日（次条から第二十条の五までにおいて「調査開始日」とい

う。）」を「についての調査開始日」に改め、同条第二号中「第四十七条第一項第四号

に掲げる処分が行われなかつた場合において、当該事業者が当該違反行為について事前

通知を受けた日」を「当該違反行為に係る事件についての調査開始日」に改め、「十年

以内に、」の下に「その完全子会社が」を、「命令」の下に「（当該命令の日において

当該事業者の完全子会社である場合に限る。）」を加える。 

  第二十条の三中「当該行為をした日から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間

が三年を超えるときは、当該行為がなくなる日から遡つて三年間とする。）における、

当該行為」を「違反行為期間における、当該違反行為」に改め、「（当該事業者が小売

業を営む場合は百分の二、卸売業を営む場合は百分の一とする。）」を削り、同条ただ

し書中「当該行為」を「当該違反行為」に、「若しくは第四項」を「、第七条の九第一

項若しくは第二項」に、「第七条の二第十八項若しくは第二十一項」を「第七条の四第

七項若しくは第七条の七第三項」に改め、同条第一号中「調査開始日」を「当該違反行

為に係る事件についての調査開始日」に改め、同条第二号中「第四十七条第一項第四号

に掲げる処分が行われなかつた場合において、当該事業者が当該違反行為について事前

通知を受けた日」を「当該違反行為に係る事件についての調査開始日」に改め、「十年

以内に、」の下に「その完全子会社が」を、「命令」の下に「（当該命令の日において

当該事業者の完全子会社である場合に限る。）」を加える。 

  第二十条の四中「当該行為をした日から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間

が三年を超えるときは、当該行為がなくなる日から遡つて三年間とする。）における、

当該行為」を「違反行為期間における、当該違反行為」に改め、「（当該事業者が小売

業を営む場合は百分の二、卸売業を営む場合は百分の一とする。）」を削り、同条ただ

し書中「当該行為」を「当該違反行為」に、「第四項」を「第七条の九第一項若しくは

第二項」に、「同条第十八項若しくは第二十一項」を「第七条の四第七項若しくは第七

条の七第三項」に改め、同条第一号中「調査開始日」を「当該違反行為に係る事件につ

いての調査開始日」に改め、同条第二号中「第四十七条第一項第四号に掲げる処分が行

われなかつた場合において、当該事業者が当該違反行為について事前通知を受けた日」

を「当該違反行為に係る事件についての調査開始日」に改め、「十年以内に、」の下に

「その完全子会社が」を、「命令」の下に「（当該命令の日において当該事業者の完全

子会社である場合に限る。）」を加える。 

  第二十条の五中「当該行為をした日から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間

が三年を超えるときは、当該行為がなくなる日から遡つて三年間とする。）における、

当該行為」を「違反行為期間における、当該違反行為」に改め、「（当該事業者が小売

業を営む場合は百分の二、卸売業を営む場合は百分の一とする。）」を削り、同条ただ



し書中「当該行為」を「当該違反行為」に、「第四項」を「第七条の九第一項若しくは

第二項」に、「同条第十八項若しくは第二十一項」を「第七条の四第七項若しくは第七

条の七第三項」に改め、同条第一号中「調査開始日」を「当該違反行為に係る事件につ

いての調査開始日」に改め、同条第二号中「第四十七条第一項第四号に掲げる処分が行

われなかつた場合において、当該事業者が当該違反行為について事前通知を受けた日」

を「当該違反行為に係る事件についての調査開始日」に改め、「十年以内に、」の下に

「その完全子会社が」を、「命令」の下に「（当該命令の日において当該事業者の完全

子会社である場合に限る。）」を加える。 

  第二十条の六中「当該行為をした日から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間

が三年を超えるときは、当該行為がなくなる日からさかのぼつて三年間とする。）」を

「違反行為期間」に、「行為の」を「違反行為の」に、「（当該行為」を「（当該違反

行為」に改める。 

  第二十条の七中「第七条の二第二十二項から第二十五項まで及び第二十七項」を「第

七条の二第三項並びに第七条の八第一項から第四項まで及び第六項」に、「準用する」

を「ついて準用する」に改め、同条後段を次のように改める。 

   この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第七条の二第三項 第一項の 第二十条の二から第二十条の

六までの 

 実行期間 第十八条の二第一項に規定す

る違反行為期間 

 第一項各号に掲げる 第二十条の二から第二十条の

六までに規定する 

 当該事業者、その特定非違反

供給子会社等若しくは特定非

違反購入子会社等 

当該事業者 

第七条の八第一項 第七条の二第一項 第二十条の二から第二十条の

六まで 

 同条、第七条の三、第七条の

四第二項若しくは第三項、第

七条の五第三項又は前条第一

項 

これらの規定又は第二十条の

七において読み替えて準用す

る第七条の二第三項 

第七条の八第二項 第七条の二、第七条の三、第

七条の四第二項若しくは第三

項、第七条の五第三項又は前

条第一項 

第二十条の二から第二十条の

六までの規定又は第二十条の

七において読み替えて準用す

る第七条の二第三項 

第七条の八第三項 第七条の二第一項 第二十条の二から第二十条の

六まで 

 並びに当該法人が受けた同項

の規定による命令、第七条の

四第七項及び前条第三項の規

定による通知並びに第六十三

は、合併後存続し、又は合併

により設立された法人がした

違反行為 



条第二項の規定による決定

（以下この項及び次項におい

て「命令等」という。）は、

合併後存続し、又は合併によ

り設立された法人がした違反

行為及び当該合併後存続し、

又は合併により設立された法

人が受けた命令等 

 第七条の二からこの条まで これらの規定並びに第二十条

の七において読み替えて準用

する第七条の二第三項並びに

第一項から次項まで及び第六

項 

第七条の八第四項 第七条の二第一項に 第二十条の二から第二十条の

六までに 

 違反行為及び当該法人が受け

た命令等 

違反行為 

 違反行為及び当該特定事業承

継子会社等が受けた命令等 

違反行為 

 同条からこの条まで これらの規定並びに第二十条

の七において読み替えて準用

する第七条の二第三項並びに

第一項からこの項まで及び第

六項 

 第七条の二第一項中「当該 第二十条の二から第二十条の

六までの規定中「、当該 

 特定事業承継子会社等（第七

条の八第四項に規定する特定

事業承継子会社等をいう。以

下この項及び同条第一項にお

いて同じ。）に対し、この項 

、特定事業承継子会社等に対

し、この条 

 、第一項 、第二十条の七において読み

替えて準用する第一項 

 受けた特定事業承継子会社等

は、同項 

受けた特定事業承継子会社等

（第二十条の七において読み

替えて準用する第四項に規定

する特定事業承継子会社等を

いう。以下この項において同

じ。）は、これら 

第七条の八第六項 実行期間 第十八条の二第一項に規定す

る違反行為期間 

  第四十八条の四中「同条第二項及び」を削り、「及び第四項」を「、第七条の九第一

項及び第二項」に改める。 

  第四十八条の五第四項中「同条第二項及び」を削り、「若しくは第四項」を「、第七

条の九第一項若しくは第二項」に、「第七条の二第二十七項」を「第七条の八第六項」

に、「第八条の三及び」を「第七条の九第三項及び第八条の三において準用する場合並



びに第七条の九第四項及び」に改める。 

  第四十八条の八中「同条第二項及び」を削り、「及び第四項」を「、第七条の九第一

項及び第二項」に改める。 

  第四十八条の九第四項中「同条第二項及び」を削り、「若しくは第四項」を「、第七

条の九第一項若しくは第二項」に、「第七条の二第二十七項」を「第七条の八第六項」

に、「第八条の三及び」を「第七条の九第三項及び第八条の三において準用する場合並

びに第七条の九第四項及び」に改める。 

  第六十二条第一項中「同条第二項及び」を削り、「若しくは第四項」を「、第七条の

九第一項若しくは第二項」に改め、同条第二項中「名あて人」を「名宛人」に改める。 

  第六十三条第一項中「（同条第二項において読み替えて準用する場合を含む。次項に

おいて同じ。）又は第四項」を「又は第七条の九第一項若しくは第二項」に改め、同条

第二項中「第四項」を「第七条の九第一項若しくは第二項」に改める。 

  第七十条第一項中「第七条の二第二十五項（」を「第七条の八第四項（第七条の九第

三項若しくは第四項又は」に、「（同条第二項において読み替えて準用する場合を含

む。）若しくは第四項」を「、第七条の九第一項若しくは第二項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で定

める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

 一 第一条中私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止法」と

いう。）第七条の二第七項、第九十四条の二並びに第九十五条第一項及び第二項の改

正規定並びに附則第十二条、第十三条及び第十五条の規定 公布の日から起算して一

月を経過した日 

 二 第一条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び次条の規定 公布の日から起算して

九月を超えない範囲内において政令で定める日 

 （延滞金に関する経過措置） 

第二条 第一条の規定による改正後の独占禁止法第六十九条第二項の規定は、延滞金のう

ち前条第二号に定める日以後の期間に対応するものについて適用し、当該延滞金のうち

同日前の期間に対応するものについては、なお従前の例による。 

 （排除措置に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行の際その行為がなくなった日から五年を経過している第二条の規

定による改正前の独占禁止法（以下「旧独占禁止法」という。）第七条第二項又は独占

禁止法第八条の二第二項若しくは第二十条第二項に規定する違反行為については、第二

条の規定による改正後の独占禁止法（以下「新独占禁止法」という。）第七条第二項

（独占禁止法第八条の二第二項及び第二十条第二項において準用する場合を含む。以下



この条において同じ。）の規定にかかわらず、新独占禁止法第七条第二項に規定する措

置を命ずることができない。 

 （課徴金に関する経過措置） 

第四条 別段の定めがあるものを除き、新独占禁止法の規定は、施行日前違反行為（この

法律の施行の日（以下「施行日」という。）前に行われた旧独占禁止法第七条の二第一

項、第二項若しくは第四項、第八条の三又は第二十条の二から第二十条の六までに規定

する違反行為のうちいずれかの違反行為をいう。次条及び附則第六条において同じ。）

についての課徴金の納付を命ずる手続についても、適用する。 

第五条 この法律の施行の際その実行期間（旧独占禁止法第七条の二第一項（同条第二項

及び旧独占禁止法第八条の三において読み替えて準用する場合を含む。）に規定する実

行期間をいう。）の終了した日から五年を経過している施行日前違反行為（旧独占禁止

法第七条の二第一項若しくは第二項又は第八条の三に規定するものに限る。）について

は、新独占禁止法第七条の八第六項（新独占禁止法第七条の九第三項及び第八条の三に

おいて準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、課徴金の納付を命ずることができ

ない。 

２ この法律の施行の際その違反行為期間（旧独占禁止法第七条の二第四項に規定する違

反行為期間をいう。）の終了した日から五年を経過している施行日前違反行為（同項に

規定するものに限る。）については、新独占禁止法第七条の九第四項において読み替え

て準用する新独占禁止法第七条の八第六項の規定にかかわらず、課徴金の納付を命ずる

ことができない。 

３ この法律の施行の際旧独占禁止法第二十条の七において読み替えて準用する旧独占禁

止法第七条の二第二十七項に規定する当該行為がなくなった日から五年を経過している

施行日前違反行為（旧独占禁止法第二十条の二から第二十条の六までに規定するものに

限る。）については、新独占禁止法第二十条の七において読み替えて準用する新独占禁

止法第七条の八第六項の規定にかかわらず、課徴金の納付を命ずることができない。 

第六条 施行日前に既になくなっている施行日前違反行為についての課徴金の額の計算に

ついては、なお従前の例による。 

２ 施行日前違反行為（旧独占禁止法第七条の二第一項若しくは第二項又は第八条の三に

規定するものに限る。）として開始された行為であって、施行日以後になくなったもの

（施行日以後において、新独占禁止法第七条の二第一項、第七条の九第一項又は第八条

の三に規定する違反行為に該当するものに限る。）についての課徴金の額（施行日前違

反行為に係る部分に限る。）の計算については、新独占禁止法第七条の二（新独占禁止

法第七条の九第三項又は第八条の三において読み替えて準用する場合を含む。）、第七

条の三（新独占禁止法第七条の九第三項において読み替えて準用する場合を含む。）、

第七条の八第四項（新独占禁止法第七条の九第三項において読み替えて準用する場合を

含み、新独占禁止法第七条の二及び第七条の三の規定の適用に係る部分に限る。）及び



第七条の九第一項の規定にかかわらず、なお従前の例による。この場合において、旧独

占禁止法第七条の二第一項中「から当該行為の実行としての事業活動がなくなる日まで

の期間（当該期間が三年を超えるときは、当該行為の実行としての事業活動がなくなる

日からさかのぼつて三年間とする。」とあるのは、「（当該事業活動を行つた日が、当

該事業者に対し当該違反行為について第四十七条第一項第一号、第三号若しくは第四号

に掲げる処分、第百二条第一項若しくは第二項に規定する処分又は第百三条の三各号に

掲げる処分が最初に行われた日（当該事業者に対し当該処分が行われなかつたときは、

当該事業者が当該違反行為について事前通知（第六項に規定する事前通知をいう。）を

受けた日）の十年前の日前であるとき、又は私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律の一部を改正する法律（令和元年法律第▼▼▼号）の施行の日（以下この項にお

いて「改正法施行日」という。）の三年前の日前であるときは、当該十年前の日又は当

該三年前の日のいずれか遅い日）から改正法施行日の前日までの期間（」とする。 

３ 施行日前違反行為（旧独占禁止法第七条の二第四項に規定するものに限る。）として

開始された行為であって、施行日以後になくなったもの（施行日以後において、新独占

禁止法第七条の九第二項に規定する違反行為に該当するものに限る。）についての課徴

金の額（施行日前違反行為に係る部分に限る。）の計算については、新独占禁止法第七

条の九第二項並びに同条第四項において読み替えて準用する新独占禁止法第七条の二、

第七条の三及び第七条の八第四項（新独占禁止法第七条の二及び第七条の三の規定の適

用に係る部分に限る。）の規定にかかわらず、なお従前の例による。この場合において、

旧独占禁止法第七条の二第四項中「から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間が

三年を超えるときは、当該行為がなくなる日からさかのぼつて三年間とする。」とある

のは、「（当該行為を行つた日が、当該事業者に対し当該違反行為について第四十七条

第一項第一号、第三号若しくは第四号に掲げる処分、第百二条第一項若しくは第二項に

規定する処分又は第百三条の三各号に掲げる処分が最初に行われた日（当該事業者に対

し当該処分が行われなかつたときは、当該事業者が当該違反行為について事前通知（第

六項に規定する事前通知をいう。）を受けた日）の十年前の日前であるとき、又は私的

独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第▼

▼▼号）の施行の日（以下この項において「改正法施行日」という。）の三年前の日前

であるときは、当該十年前の日又は当該三年前の日のいずれか遅い日）から改正法施行

日の前日までの期間（」とする。 

４ 施行日前違反行為（旧独占禁止法第二十条の二から第二十条の六までに規定するもの

に限る。）として開始された行為であって、施行日以後になくなったもの（施行日以後

において、新独占禁止法第二十条の二から第二十条の六までに規定する違反行為に該当

するものに限る。）についての課徴金の額（施行日前違反行為に係る部分に限る。）の

計算については、新独占禁止法第二十条の二から第二十条の六まで並びに第二十条の七

において読み替えて準用する新独占禁止法第七条の二及び第七条の八第四項（新独占禁



止法第七条の二の適用に係る部分に限る。）の規定にかかわらず、なお従前の例による。

この場合において、旧独占禁止法第二十条の二中「から当該行為がなくなる日までの期

間（当該期間が三年を超えるときは、当該行為がなくなる日から遡つて三年間とす

る。）」とあるのは「（当該行為を行つた日が、当該事業者に対し当該違反行為につい

て第四十七条第一項第一号、第三号又は第四号に掲げる処分が最初に行われた日（当該

事業者に対し当該処分が行われなかつたときは、当該事業者が当該違反行為について事

前通知（第七条の二第六項に規定する事前通知をいう。以下この章において同じ。）を

受けた日）の十年前の日前であるとき、又は私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律の一部を改正する法律（令和元年法律第▼▼▼号）の施行の日（以下この章にお

いて「改正法施行日」という。）の三年前の日前であるときは、当該十年前の日又は当

該三年前の日のいずれか遅い日）から改正法施行日の前日までの期間」と、第二十条の

三から第二十条の五までの規定中「から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間が

三年を超えるときは、当該行為がなくなる日から遡つて三年間とする。）」とあり、及

び第二十条の六中「から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間が三年を超えると

きは、当該行為がなくなる日からさかのぼつて三年間とする。）」とあるのは「（当該

行為を行つた日が、当該事業者に対し当該違反行為について第四十七条第一項第一号、

第三号又は第四号に掲げる処分が最初に行われた日（当該事業者に対し当該処分が行わ

れなかつたときは、当該事業者が当該違反行為について事前通知を受けた日）の十年前

の日前であるとき、又は改正法施行日の三年前の日前であるときは、当該十年前の日又

は当該三年前の日のいずれか遅い日）から改正法施行日の前日までの期間」とする。 

５ 施行日前に旧独占禁止法第七条の二第十項第一号（旧独占禁止法第八条の三において

読み替えて準用する場合を含む。）、第十一項第一号から第三号まで（旧独占禁止法第

八条の三において読み替えて準用する場合を含む。）又は第十二項第一号（旧独占禁止

法第八条の三において準用する場合を含む。）の規定により事実の報告及び資料の提出

を行った事業者の課徴金の額の減額及び課徴金の納付の免除については、新独占禁止法

第七条の四から第七条の六まで（これらの規定を新独占禁止法第八条の三において読み

替えて準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

第七条 新独占禁止法第七条の二第一項に規定する違反行為をした事業者が、私的独占の

禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成二十一年法律第五十

一号。以下この項及び次条第三項において「平成二十一年独占禁止法改正法」とい

う。）の施行の日前に新独占禁止法第七条の三第二項第一号、第二号又は第三号イ若し

くはロに規定する行為に相当する行為をし、かつ、平成二十一年独占禁止法改正法の施

行の日前に既に当該行為がなくなっている場合における当該行為に係る違反行為につい

ての課徴金の額の計算については、同項及び同条第三項の規定は、適用しない。 

２ 新独占禁止法第七条の二第一項に規定する違反行為をした事業者が、新独占禁止法第

七条の三第二項第三号ハ又はニに規定する行為に相当する行為をし、かつ、施行日前に



既に当該行為がなくなっている場合における当該行為に係る違反行為についての課徴金

の額の計算については、同項及び同条第三項の規定は、適用しない。 

３ 新独占禁止法第七条の二第一項に規定する違反行為をした事業者が、新独占禁止法第

七条の三第二項第三号ハ又はニに規定する行為に該当する行為をした場合（施行日以後

にした場合に限る。）における当該行為に係る違反行為のうち施行日前に行われたもの

についての課徴金の額の計算については、同項及び同条第三項の規定は、適用しない。 

第八条 新独占禁止法第七条の二第一項又は第七条の九第一項若しくは第二項に規定する

違反行為をした事業者が、当該違反行為に係る事件についての調査開始日（新独占禁止

法第二条の二第十五項に規定する調査開始日をいう。以下この条において同じ。）から

遡り十年以内に、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法

律（平成十七年法律第三十五号）による改正前の独占禁止法（以下この項及び次条にお

いて「平成十七年改正前独占禁止法」という。）第七条の二第一項の規定による命令を

受けたことがあるとき（当該命令についての審判手続の開始を請求することなく平成十

七年改正前独占禁止法第四十八条の二第五項に規定する期間を経過している場合に限

る。）、又は平成十七年改正前独占禁止法第五十四条の二第一項の規定による審決を受

けたことがあるとき（当該審決が確定している場合に限る。）は、当該命令又は審決を

新独占禁止法第七条の二第一項又は第七条の九第一項若しくは第二項の規定による命令

であって確定しているものとみなして、新独占禁止法第七条の三第一項（新独占禁止法

第七条の九第三項又は第四項において読み替えて準用する場合を含む。以下この項及び

次項において同じ。）及び第三項の規定を適用する。当該事業者の完全子会社（新独占

禁止法第二条第三項に規定する完全子会社をいう。以下この条及び次条において同

じ。）（当該命令又は審決を受けた日において当該事業者の完全子会社である場合に限

る。）、当該事業者の合併の相手方である他の事業者たる法人、当該事業者に対して当

該違反行為に係る事業の全部若しくは一部を譲渡した他の事業者たる法人又は当該事業

者に対して分割により当該違反行為に係る事業の全部若しくは一部を承継させた他の事

業者たる法人が、当該違反行為に係る事件についての調査開始日から遡り十年以内に、

当該命令又は審決（当該譲渡又は分割については、当該譲渡又は分割がされた事業に係

るものに限る。）を受けた場合における、当該事業者についての新独占禁止法第七条の

三第一項及び第三項の規定の適用についても、同様とする。 

２ 新独占禁止法第七条の二第一項又は第七条の九第一項若しくは第二項に規定する違反

行為をした事業者が、当該違反行為に係る事件についての調査開始日から遡り十年以内

に、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成二十

五年法律第百号）による改正前の独占禁止法（次条において「平成二十五年改正前独占

禁止法」という。）第五十一条第二項の規定による審決を受けたことがあるときは、当

該審決を新独占禁止法第六十三条第二項の規定による決定とみなして、新独占禁止法第

七条の三第一項及び第三項の規定を適用する。当該事業者の完全子会社（当該審決を受



けた日において当該事業者の完全子会社である場合に限る。）、当該事業者の合併の相

手方である他の事業者たる法人、当該事業者に対して当該違反行為に係る事業の全部若

しくは一部を譲渡した他の事業者たる法人又は当該事業者に対して分割により当該違反

行為に係る事業の全部若しくは一部を承継させた他の事業者たる法人が、当該違反行為

に係る事件についての調査開始日から遡り十年以内に、当該審決（当該譲渡又は分割に

ついては、当該譲渡又は分割がされた事業に係るものに限る。）を受けた場合における、

当該事業者についての同条第一項及び第三項の規定の適用についても、同様とする。 

３ 新独占禁止法第七条の九第二項に規定する違反行為をした事業者が、当該違反行為に

係る事件についての調査開始日から遡り十年以内に、平成二十一年独占禁止法改正法に

よる改正前の独占禁止法（次条において「平成二十一年改正前独占禁止法」という。）

第七条の二第六項第一号に規定する命令、通知若しくは審決又は同項第二号に規定する

命令、通知若しくは審決を受けたことがあるときは、当該命令を新独占禁止法第七条の

二第一項又は第七条の九第一項若しくは第二項の規定による命令であって確定している

ものと、当該通知を新独占禁止法第七条の四第七項又は第七条の七第三項の規定による

通知と、当該審決を新独占禁止法第六十三条第二項の規定による決定とみなして、新独

占禁止法第七条の九第四項において読み替えて準用する新独占禁止法第七条の三第一項

の規定を適用する。当該事業者の完全子会社（当該命令、通知又は審決を受けた日にお

いて当該事業者の完全子会社である場合に限る。）、当該事業者の合併の相手方である

他の事業者たる法人、当該事業者に対して当該違反行為に係る事業の全部若しくは一部

を譲渡した他の事業者たる法人又は当該事業者に対して分割により当該違反行為に係る

事業の全部若しくは一部を承継させた他の事業者たる法人が、当該違反行為に係る事件

についての調査開始日から遡り十年以内に、当該命令、通知又は審決（当該譲渡又は分

割については、当該譲渡又は分割がされた事業に係るものに限る。）を受けた場合にお

ける、当該事業者についての同項の規定の適用についても、同様とする。 

第九条 新独占禁止法第二十条の二の規定の適用については、当該事業者が、同条に規定

する違反行為に係る事件についての調査開始日（新独占禁止法第十八条の二第二項に規

定する調査開始日をいう。以下この条において同じ。）から遡り十年以内に、平成十七

年改正前独占禁止法第十九条の規定に違反する行為（独占禁止法第二条第九項第一号に

規定する行為に相当するものに限る。）について平成十七年改正前独占禁止法第四十八

条第四項、第五十三条の三若しくは第五十四条の規定による審決を受けたことがあると

き（当該審決が確定している場合に限る。）、平成二十一年改正前独占禁止法第十九条

の規定に違反する行為（同号に規定する行為に相当するものに限る。）について平成二

十一年改正前独占禁止法第二十条の規定による命令を受けたことがあるとき（当該命令

が確定している場合に限る。）、若しくは平成二十一年改正前独占禁止法第六十六条第

四項の規定による審決（原処分の全部を取り消す場合のものに限る。）を受けたことが

あるとき（当該審決が確定している場合に限る。）、又は平成二十五年改正前独占禁止



法第十九条の規定に違反する行為（同号に該当するものに限る。）について平成二十五

年改正前独占禁止法第六十六条第四項の規定による審決（原処分の全部を取り消す場合

のものに限る。）を受けたことがあるとき（当該審決が確定している場合に限る。）は、

当該審決又は命令を新独占禁止法第二十条の二の規定による命令であって確定している

ものとみなす。当該事業者の完全子会社（当該審決又は命令を受けた日において当該事

業者の完全子会社である場合に限る。）が、当該違反行為に係る事件についての調査開

始日から遡り十年以内に、当該審決又は命令を受けた場合における、当該事業者につい

ての同条の規定の適用についても、同様とする。 

２ 新独占禁止法第二十条の三の規定の適用については、当該事業者が、同条に規定する

違反行為に係る事件についての調査開始日から遡り十年以内に、平成十七年改正前独占

禁止法第十九条の規定に違反する行為（独占禁止法第二条第九項第二号に規定する行為

に相当するものに限る。）について平成十七年改正前独占禁止法第四十八条第四項、第

五十三条の三若しくは第五十四条の規定による審決を受けたことがあるとき（当該審決

が確定している場合に限る。）、平成二十一年改正前独占禁止法第十九条の規定に違反

する行為（同号に規定する行為に相当するものに限る。）について平成二十一年改正前

独占禁止法第二十条の規定による命令を受けたことがあるとき（当該命令が確定してい

る場合に限る。）、若しくは平成二十一年改正前独占禁止法第六十六条第四項の規定に

よる審決（原処分の全部を取り消す場合のものに限る。）を受けたことがあるとき（当

該審決が確定している場合に限る。）、又は平成二十五年改正前独占禁止法第十九条の

規定に違反する行為（同号に該当するものに限る。）について平成二十五年改正前独占

禁止法第六十六条第四項の規定による審決（原処分の全部を取り消す場合のものに限

る。）を受けたことがあるとき（当該審決が確定している場合に限る。）は、当該審決

又は命令を新独占禁止法第二十条の三の規定による命令であって確定しているものとみ

なす。当該事業者の完全子会社（当該審決又は命令を受けた日において当該事業者の完

全子会社である場合に限る。）が、当該違反行為に係る事件についての調査開始日から

遡り十年以内に、当該審決又は命令を受けた場合における、当該事業者についての同条

の規定の適用についても、同様とする。 

３ 新独占禁止法第二十条の四の規定の適用については、当該事業者が、同条に規定する

違反行為に係る事件についての調査開始日から遡り十年以内に、平成十七年改正前独占

禁止法第十九条の規定に違反する行為（独占禁止法第二条第九項第三号に規定する行為

に相当するものに限る。）について平成十七年改正前独占禁止法第四十八条第四項、第

五十三条の三若しくは第五十四条の規定による審決を受けたことがあるとき（当該審決

が確定している場合に限る。）、平成二十一年改正前独占禁止法第十九条の規定に違反

する行為（同号に規定する行為に相当するものに限る。）について平成二十一年改正前

独占禁止法第二十条の規定による命令を受けたことがあるとき（当該命令が確定してい

る場合に限る。）、若しくは平成二十一年改正前独占禁止法第六十六条第四項の規定に



よる審決（原処分の全部を取り消す場合のものに限る。）を受けたことがあるとき（当

該審決が確定している場合に限る。）、又は平成二十五年改正前独占禁止法第十九条の

規定に違反する行為（同号に該当するものに限る。）について平成二十五年改正前独占

禁止法第六十六条第四項の規定による審決（原処分の全部を取り消す場合のものに限

る。）を受けたことがあるとき（当該審決が確定している場合に限る。）は、当該審決

又は命令を新独占禁止法第二十条の四の規定による命令であって確定しているものとみ

なす。当該事業者の完全子会社（当該審決又は命令を受けた日において当該事業者の完

全子会社である場合に限る。）が、当該違反行為に係る事件についての調査開始日から

遡り十年以内に、当該審決又は命令を受けた場合における、当該事業者についての同条

の規定の適用についても、同様とする。 

４ 新独占禁止法第二十条の五の規定の適用については、当該事業者が、同条に規定する

違反行為に係る事件についての調査開始日から遡り十年以内に、平成十七年改正前独占

禁止法第十九条の規定に違反する行為（独占禁止法第二条第九項第四号に規定する行為

に相当するものに限る。）について平成十七年改正前独占禁止法第四十八条第四項、第

五十三条の三若しくは第五十四条の規定による審決を受けたことがあるとき（当該審決

が確定している場合に限る。）、平成二十一年改正前独占禁止法第十九条の規定に違反

する行為（同号に規定する行為に相当するものに限る。）について平成二十一年改正前

独占禁止法第二十条の規定による命令を受けたことがあるとき（当該命令が確定してい

る場合に限る。）、若しくは平成二十一年改正前独占禁止法第六十六条第四項の規定に

よる審決（原処分の全部を取り消す場合のものに限る。）を受けたことがあるとき（当

該審決が確定している場合に限る。）、又は平成二十五年改正前独占禁止法第十九条の

規定に違反する行為（同号に該当するものに限る。）について平成二十五年改正前独占

禁止法第六十六条第四項の規定による審決（原処分の全部を取り消す場合のものに限

る。）を受けたことがあるとき（当該審決が確定している場合に限る。）は、当該審決

又は命令を新独占禁止法第二十条の五の規定による命令であって確定しているものとみ

なす。当該事業者の完全子会社（当該審決又は命令を受けた日において当該事業者の完

全子会社である場合に限る。）が、当該違反行為に係る事件についての調査開始日から

遡り十年以内に、当該審決又は命令を受けた場合における、当該事業者についての同条

の規定の適用についても、同様とする。 

第十条 旧独占禁止法第七条の二第一項、第二項若しくは第四項又は第二十条の二から第

二十条の六までに規定する違反行為をした事業者が法人である場合において、施行日前

に、当該法人がその一又は二以上の子会社等（旧独占禁止法第七条の二第十三項第一号

に規定する子会社等をいう。以下この条において同じ。）に対して当該違反行為に係る

事業の全部を譲渡し、又は当該法人（会社である場合に限る。）がその一又は二以上の

子会社等に対して分割により当該違反行為に係る事業の全部を承継させ、かつ、合併以

外の事由により消滅した場合における当該子会社等が命じられる課徴金については、な



お従前の例による。 

第十一条 施行日以後に新独占禁止法第七条の二第一項若しくは第八条の三に規定する違

反行為又は当該違反行為に相当する行為に係る事実の報告及び資料の提出を行った事業

者が、施行日前に新独占禁止法第七条の六第五号（新独占禁止法第八条の三において読

み替えて準用する場合を含む。以下この項において同じ。）に規定する行為に相当する

行為をした者である場合（施行日以後において同号に規定する行為をしていない場合に

限る。）における当該行為に係る違反行為についての課徴金の額の減額及び課徴金の納

付の免除については、新独占禁止法第七条の六（同号に係る部分に限る。）の規定は、

適用しない。 

２ 施行日以後に新独占禁止法第七条の二第一項若しくは第八条の三に規定する違反行為

又は当該違反行為に相当する行為に係る事実の報告及び資料の提出を行った事業者が、

施行日前に新独占禁止法第七条の六第六号（新独占禁止法第八条の三において読み替え

て準用する場合を含む。以下この項において同じ。）に規定する行為に相当する行為を

した者である場合（施行日以後において当該行為の相手方以外の同号に規定する者に対

し同号に規定する行為をしていない場合に限る。）における当該行為に係る違反行為に

ついての課徴金の額の減額及び課徴金の納付の免除については、新独占禁止法第七条の

六（同号に係る部分に限る。）の規定は、適用しない。 

 （処分、手続等に関する経過措置） 

第十二条 この法律（附則第一条第二号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条

において同じ。）の施行前にこの法律による改正前の独占禁止法又はこれに基づく命令

の規定によってした処分、手続その他の行為であって、この法律による改正後の独占禁

止法又はこれに基づく命令の規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定めが

あるものを除き、この法律による改正後の独占禁止法又はこれに基づく命令の相当の規

定によってしたものとみなす。 

 （政令への委任） 

第十三条 附則第二条から前条までに規定するもののほか、この法律（附則第一条各号に

掲げる規定にあっては、当該規定）の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

 （検討） 

第十四条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正

後の独占禁止法の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律による改

正後の独占禁止法の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずる

ものとする。 

 （私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律の一部改正） 

第十五条 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成

十七年法律第三十五号）の一部を次のように改正する。 

  附則第七条第三項中「新私的独占禁止法の」を「私的独占の禁止及び公正取引の確保



に関する法律（以下「独占禁止法」という。）の」に、「、新私的独占禁止法」を「、

独占禁止法」に、「第三号（新私的独占禁止法」を「第四号（独占禁止法」に改める。 

  附則第八条中「新私的独占禁止法」を「独占禁止法」に改める。 



     理 由 

 公正取引委員会の機能を強化し、不当な取引制限等の一層の抑止を図るため、新たに事

業者が公正取引委員会との合意により事件の解明に資する資料の提出等をした場合に課徴

金の額を減額することができる制度を設けるとともに、課徴金の算定方法について算定基

礎額の追加、算定期間の延長等を行うほか、検査妨害等の罪に対する罰金の上限額の引上

げ等の措置を講ずる必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


